
決 算 書

令和6年度

自 令和6年 4月 1日

至 令和7年 3月31日

社会福祉法人 長光福祉会



備考勘 定 科 目 予 算（A） 決 算（B） 差異（A）-（B）

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

保育事業収入 88,784,000 88,768,960 15,040

受取利息配当金収入 15,200 13,956 1,244

支
出

人件費支出 65,875,000 65,859,662 15,338

事業費支出 10,115,000 10,097,741 17,259

事務費支出 6,222,000 6,206,988 15,012

支払利息支出 85,000 84,900 100

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

設備資金借入金元金償還支出 3,816,000 3,816,000

固定資産取得支出 200,000 195,250 4,750

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

予備費支出(10)

12,906,15412,906,154 0前期末支払資金残高(12)

※本様式は、勘定科目の大区分のみを記載するが、必要のないものは省略することができる。ただし追加・修正はできないもの
とする。

(自) 令和6年4月1日 (至) 令和7年3月31日

(単位：円)

第一号第一様式
（第十七条第四項関係）

法  人  名  : 社会福祉法人 長光福祉会



(自) 令和6年4月1日 (至) 令和7年3月31日

(単位：円)

第一号第三様式
（第十七条第四項関係）

法  人  名  : 社会福祉法人 長光福祉会

事業区分合計内部取引消去合計本部まこと保育園勘 定 科 目

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

保育事業収入 88,768,960 88,768,960 88,768,960

受取利息配当金収入 13,724 232 13,956 13,956

支
出

人件費支出 65,859,662 65,859,662 65,859,662

事業費支出 10,097,741 10,097,741 10,097,741

事務費支出 6,069,748 137,240 6,206,988 6,206,988

支払利息支出 84,900 84,900 84,900

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

設備資金借入金元金償還支出 3,816,000 3,816,000 3,816,000

固定資産取得支出 195,250 195,250 195,250

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

拠点区分間繰入金収入 136,360 136,360 △136,360

支
出

拠点区分間繰入金支出 136,360 136,360 △136,360

506,62512,399,529 12,906,154前期末支払資金残高(11) 0 12,906,154

※本様式は、勘定科目の大区分のみを記載するが、必要のないものは省略することができる。ただし追加・修正はできないもの
とする。



備考勘 定 科 目 予 算（A） 決 算（B） 差異（A）-（B）

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

保育事業収入 88,784,000 88,768,960 15,040

委託費収入 79,450,000 79,448,660 1,340

利用者等利用料収入 820,000 814,500 5,500

利用者等利用料収入（一般） 820,000 814,500 5,500

その他の事業収入 8,514,000 8,505,800 8,200

補助金事業収入（公費） 8,094,000 8,094,000

補助金事業収入（一般） 420,000 411,800 8,200

受取利息配当金収入 15,000 13,724 1,276

受取利息配当金収入 15,000 13,724 1,276

支
出

人件費支出 65,875,000 65,859,662 15,338

職員給料支出 30,260,000 30,267,467 △7,467

職員俸給支出 19,000,000 19,010,818 △10,818

職員諸手当支出 11,260,000 11,256,649 3,351

職員賞与支出 10,000,000 9,984,928 15,072

非常勤職員給与支出 17,740,000 17,722,290 17,710

退職給付支出 445,000 455,000 △10,000

法定福利費支出 7,430,000 7,429,977 23

事業費支出 10,115,000 10,097,741 17,259

給食費支出 3,900,000 3,900,650 △650

保健衛生費支出 80,000 72,836 7,164

保育材料費支出 1,200,000 1,203,700 △3,700

水道光熱費支出 2,150,000 2,146,111 3,889

燃料費支出 5,000 2,610 2,390

消耗器具備品費支出 900,000 893,350 6,650

保険料支出 350,000 346,320 3,680

賃借料支出 1,530,000 1,532,164 △2,164

事務費支出 6,080,000 6,069,748 10,252

福利厚生費支出 330,000 325,567 4,433

職員被服費支出 90,000 95,839 △5,839

旅費交通費支出 160,000 164,040 △4,040

研修研究費支出 290,000 283,190 6,810

事務消耗品費支出 1,430,000 1,428,554 1,446

印刷製本費支出 290,000 286,578 3,422

修繕費支出 1,010,000 1,016,293 △6,293

通信運搬費支出 350,000 348,555 1,445

業務委託費支出 1,480,000 1,477,466 2,534

手数料支出 100,000 97,022 2,978

土地・建物賃借料支出 100,000 100,000

保守料支出 280,000 272,910 7,090

雑支出 170,000 173,734 △3,734

支払利息支出 85,000 84,900 100

支払利息支出 85,000 84,900 100

(自) 令和6年4月1日 (至) 令和7年3月31日

(単位：円)

第一号第四様式
（第十七条第四項関係）

法  人  名  : 社会福祉法人 長光福祉会



備考勘 定 科 目 予 算（A） 決 算（B） 差異（A）-（B）

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

設備資金借入金元金償還支出 3,816,000 3,816,000

設備資金借入金元金償還支出 3,816,000 3,816,000

固定資産取得支出 200,000 195,250 4,750

器具及び備品取得支出 200,000 195,250 4,750

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

拠点区分間繰入金支出 140,000 136,360 3,640

拠点区分間繰入金支出 140,000 136,360 3,640

予備費支出(10)

12,399,52912,399,529 0前期末支払資金残高(12)

※本様式は、勘定科目の小区分までを記載し、必要のない勘定科目は省略することができるものとする。
※勘定科目の中区分についてはやむを得ない場合、小区分については適当な科目を追加できるものとする。なお、小区分を更に
区分する必要がある場合には、小区分の下に適当な科目を設けて処理することができるものとする。

(自) 令和6年4月1日 (至) 令和7年3月31日

(単位：円)

第一号第四様式
（第十七条第四項関係）

法  人  名  : 社会福祉法人 長光福祉会



備考勘 定 科 目 予 算（A） 決 算（B） 差異（A）-（B）

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

受取利息配当金収入 200 232 △32

受取利息配当金収入 200 232 △32

支
出

事務費支出 142,000 137,240 4,760

旅費交通費支出 91,000 91,000

会議費支出 50,000 45,360 4,640

手数料支出 1,000 880 120

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

拠点区分間繰入金収入 140,000 136,360 3,640

拠点区分間繰入金収入 140,000 136,360 3,640

支
出

予備費支出(10)

506,625506,625 0前期末支払資金残高(12)

※本様式は、勘定科目の小区分までを記載し、必要のない勘定科目は省略することができるものとする。
※勘定科目の中区分についてはやむを得ない場合、小区分については適当な科目を追加できるものとする。なお、小区分を更に
区分する必要がある場合には、小区分の下に適当な科目を設けて処理することができるものとする。

(自) 令和6年4月1日 (至) 令和7年3月31日

(単位：円)

第一号第四様式
（第十七条第四項関係）

法  人  名  : 社会福祉法人 長光福祉会



勘 定 科 目 当年度決算(A) 前年度決算(B) 増減（A）-（B）

サ
｜
ビ
ス
活
動
増
減
の
部

収
益

保育事業収益 88,768,960 84,607,750 4,161,210

費
用

人件費 65,529,662 61,905,038 3,624,624

事業費 10,097,741 8,768,870 1,328,871

事務費 6,206,988 7,045,607 △838,619

減価償却費 10,327,054 9,956,389 370,665

国庫補助金等特別積立金取崩額 △3,461,642 △3,461,642

サ
｜
ビ
ス
活
動
外
増
減
の
部

収
益

受取利息配当金収益 13,956 539 13,417

その他のサービス活動外収益 3,000 △3,000

費
用

支払利息 84,900 92,100 △7,200

特
別
増
減
の
部

収
益

費
用

固定資産売却損・処分損 1 △1

繰
越
活
動
増
減
差
額
の
部

基本金取崩額（１４） 0 0 0

その他の積立金取崩額（１５） 0 6,700,000 △6,700,000

その他の積立金積立額（１６） 0 3,500,000 △3,500,000

※本様式は、勘定科目の大区分のみを記載するが、必要のないものは省略することができる。ただし追加・修正はできない
ものとする。

(自) 令和6年4月1日 (至) 令和7年3月31日

(単位：円)

第二号第一様式
（第二十三条第四項関係）

法  人  名  : 社会福祉法人 長光福祉会



(自) 令和6年4月1日 (至) 令和7年3月31日

(単位：円)

第二号第三様式
（第二十三条第四項関係）

法  人  名  : 社会福祉法人 長光福祉会

事業区分合計内部取引消去合計本部まこと保育園勘 定 科 目

サ
｜
ビ
ス
活
動
増
減
の
部

収
益

88,768,960 88,768,960保育事業収益 88,768,960

費
用

65,529,662 65,529,662人件費 65,529,662

10,097,741 10,097,741事業費 10,097,741

6,069,748 6,206,988事務費 137,240 6,206,988

10,327,054 10,327,054減価償却費 10,327,054

△3,461,642 △3,461,642国庫補助金等特別積立金取崩額 △3,461,642

サ
｜
ビ
ス
活
動
外
増
減
の
部

収
益

13,724 13,956受取利息配当金収益 232 13,956

費
用

84,900 84,900支払利息 84,900

特
別
増
減
の
部

収
益

△136,360拠点区分間繰入金収益 136,360 136,360

費
用

136,360 △136,360拠点区分間繰入金費用 136,360

繰
越
活
動
増
減
差
額
の
部

0基本金取崩額（１４） 0 0 0 0

0その他の積立金取崩額（１５） 0 0 0 0

0その他の積立金積立額（１６） 0 0 0 0

※本様式は、勘定科目の大区分のみを記載するが、必要のないものは省略することができる。ただし追加・修正はできないもの
とする。



勘 定 科 目 当年度決算(A) 前年度決算(B) 増減（A）-（B）

サ
｜
ビ
ス
活
動
増
減
の
部

収
益

保育事業収益 88,768,960 84,607,750 4,161,210

委託費収益 79,448,660 75,445,150 4,003,510

利用者等利用料収益 814,500 1,080,000 △265,500

利用者等利用料収益（一般） 814,500 1,080,000 △265,500

その他の事業収益 8,505,800 8,082,600 423,200

補助金事業収益（公費） 8,094,000 7,749,000 345,000

補助金事業収益（一般） 411,800 333,600 78,200

費
用

人件費 65,529,662 61,905,038 3,624,624

職員給料 30,267,467 24,717,387 5,550,080

職員俸給 19,010,818 18,417,600 593,218

職員諸手当 11,256,649 6,299,787 4,956,862

職員賞与 7,054,928 9,882,289 △2,827,361

賞与引当金繰入 2,600,000 2,930,000 △330,000

非常勤職員給与 17,722,290 16,788,354 933,936

退職給付費用 455,000 445,000 10,000

退職給付費用 455,000 445,000 10,000

法定福利費 7,429,977 7,142,008 287,969

事業費 10,097,741 8,768,870 1,328,871

給食費 3,900,650 3,658,620 242,030

保健衛生費 72,836 78,861 △6,025

保育材料費 1,203,700 1,286,647 △82,947

水道光熱費 2,146,111 1,476,880 669,231

燃料費 2,610 2,610

消耗器具備品費 893,350 853,055 40,295

保険料 346,320 299,750 46,570

賃借料 1,532,164 1,109,873 422,291

雑費 5,184 △5,184

事務費 6,069,748 6,908,007 △838,259

福利厚生費 325,567 306,444 19,123

職員被服費 95,839 69,632 26,207

旅費交通費 164,040 285,040 △121,000

研修研究費 283,190 430,916 △147,726

事務消耗品費 1,428,554 1,041,888 386,666

印刷製本費 286,578 193,521 93,057

修繕費 1,016,293 2,224,054 △1,207,761

通信運搬費 348,555 323,055 25,500

業務委託費 1,477,466 1,317,650 159,816

手数料 97,022 75,432 21,590

土地・建物賃借料 100,000 100,000

租税公課 400 △400

保守料 272,910 371,910 △99,000

雑費 173,734 168,065 5,669

減価償却費 10,327,054 9,956,389 370,665

減価償却費 10,327,054 9,956,389 370,665

国庫補助金等特別積立金取崩額 △3,461,642 △3,461,642

国庫補助金等特別積立金取崩額 △3,461,642 △3,461,642

(自) 令和6年4月1日 (至) 令和7年3月31日

(単位：円)

第二号第四様式
（第二十三条第四項関係）

法  人  名  : 社会福祉法人 長光福祉会



勘 定 科 目 当年度決算(A) 前年度決算(B) 増減（A）-（B）

サ
｜
ビ
ス
活
動
外
増
減
の
部

収
益

受取利息配当金収益 13,724 535 13,189

受取利息配当金収益 13,724 535 13,189

費
用

支払利息 84,900 92,100 △7,200

支払利息 84,900 92,100 △7,200

特
別
増
減
の
部

収
益

費
用

固定資産売却損・処分損 1 △1

器具及び備品売却損・処分損 1 △1

拠点区分間繰入金費用 136,360 108,280 28,080

拠点区分間繰入金費用 136,360 108,280 28,080

繰
越
活
動
増
減
差
額
の
部

基本金取崩額（１４） 0 0 0

その他の積立金取崩額（１５） 0 6,700,000 △6,700,000

保育所施設・設備整備積立金取崩額 6,700,000 △6,700,000

その他の積立金積立額（１６） 0 3,500,000 △3,500,000

保育所施設・設備整備積立金積立額 3,500,000 △3,500,000

※本様式は、勘定科目の小区分までを記載し、必要のない勘定科目は省略することができるものとする。
※勘定科目の中区分についてはやむを得ない場合、小区分については適当な科目を追加できるものとする。なお、小区分を更に
区分する必要がある場合には、小区分の下に適当な科目を設けて処理することができるものとする。

(自) 令和6年4月1日 (至) 令和7年3月31日

(単位：円)

第二号第四様式
（第二十三条第四項関係）

法  人  名  : 社会福祉法人 長光福祉会



勘 定 科 目 当年度決算(A) 前年度決算(B) 増減（A）-（B）

サ
｜
ビ
ス
活
動
増
減
の
部

収
益

費
用

事務費 137,240 137,600 △360

旅費交通費 91,000 91,000

会議費 45,360 29,880 15,480

手数料 880 220 660

雑費 16,500 △16,500

サ
｜
ビ
ス
活
動
外
増
減
の
部

収
益

受取利息配当金収益 232 4 228

受取利息配当金収益 232 4 228

その他のサービス活動外収益 3,000 △3,000

雑収益 3,000 △3,000

費
用

特
別
増
減
の
部

収
益

拠点区分間繰入金収益 136,360 108,280 28,080

拠点区分間繰入金収益 136,360 108,280 28,080

費
用

繰
越
活
動
増
減
差
額
の
部

基本金取崩額（１４） 0 0 0

その他の積立金取崩額（１５） 0 0 0

その他の積立金積立額（１６） 0 0 0

※本様式は、勘定科目の小区分までを記載し、必要のない勘定科目は省略することができるものとする。
※勘定科目の中区分についてはやむを得ない場合、小区分については適当な科目を追加できるものとする。なお、小区分を更に
区分する必要がある場合には、小区分の下に適当な科目を設けて処理することができるものとする。

(自) 令和6年4月1日 (至) 令和7年3月31日

(単位：円)

第二号第四様式
（第二十三条第四項関係）

法  人  名  : 社会福祉法人 長光福祉会



増減前年度末当年度末

負 債 の 部資 産 の 部

増減前年度末当年度末

現金預金 4,757,514 7,729,617 △2,972,103

事業未収金 11,761,040 7,609,900 4,151,140

未収補助金 1,171,000 1,080,000 91,000

前払金 500,000 500,000

事業未払金 715,805 624,776 91,029

１年以内返済予定設備資金借入
金 3,816,000 3,816,000

未払費用 708,480 1,188,554 △480,074

預り金 13,902 11,623 2,279

職員預り金 1,322,838 1,688,410 △365,572

賞与引当金 2,600,000 2,930,000 △330,000

土地 2,600,000 2,600,000

建物 218,530,860 224,506,601 △5,975,741

構築物 10,507,372 11,798,469 △1,291,097

器具及び備品 4,105,902 6,551,955 △2,446,053

ソフトウェア 1,088,283 1,507,196 △418,913

人件費積立資産 4,000,000 4,000,000

修繕積立資産 2,000,000 2,000,000

保育所施設・設備整備積立資産
15,500,000 15,500,000

設備資金借入金 39,114,000 42,930,000 △3,816,000

純 資 産 の 部

基本金 15,805,881 15,805,881

国庫補助金等特別積立金 121,361,128 124,822,770 △3,461,642

人件費積立金 4,000,000 4,000,000

修繕積立金 2,000,000 2,000,000

保育所施設・設備整備積立金 15,500,000 15,500,000

（うち当期活動増減差額） △1,787 304,926 △306,713

※本様式は、勘定科目の大区分及び中区分を記載するが、必要のない中区分の勘定科目は省略することができる。
※勘定科目の中区分についてはやむを得ない場合、適当な科目を追加できるものとする。

令和7年3月31日現在

(単位：円)

第三号第一様式
（第二十七条第四項関係）

法  人  名  : 社会福祉法人 長光福祉会



令和7年3月31日現在

(単位：円)

第三号第三様式
（第二十七条第四項関係）

法  人  名  : 社会福祉法人 長光福祉会

事業区分計内部取引消去合計本部まこと保育園勘 定 科 目

4,757,5144,757,514505,9774,251,537現金預金

11,761,04011,761,04011,761,040事業未収金

1,171,0001,171,0001,171,000未収補助金

500,000500,000500,000前払金

2,600,0002,600,0002,600,000土地

218,530,860218,530,860218,530,860建物

10,507,37210,507,37210,507,372構築物

4,105,9024,105,9024,105,902器具及び備品

1,088,2831,088,2831,088,283ソフトウェア

4,000,0004,000,0004,000,000人件費積立資産

2,000,0002,000,0002,000,000修繕積立資産

15,500,00015,500,00015,500,000保育所施設・設備整備積立資産

715,805715,805715,805事業未払金

3,816,0003,816,0003,816,000１年以内返済予定設備資金借入金

708,480708,480708,480未払費用

13,90213,90213,902預り金

1,322,8381,322,8381,322,838職員預り金

2,600,0002,600,0002,600,000賞与引当金

39,114,00039,114,00039,114,000設備資金借入金

15,805,88115,805,88111,25015,794,631基本金

121,361,128121,361,128121,361,128国庫補助金等特別積立金

4,000,0004,000,0004,000,000人件費積立金

2,000,0002,000,0002,000,000修繕積立金

15,500,00015,500,00015,500,000保育所施設・設備整備積立金

△1,787△1,787△648△1,139（うち当期活動増減差額）

※本様式は、勘定科目の大区分及び中区分を記載するが、必要のない中区分の勘定科目は省略することができる。
※勘定科目の中区分についてはやむを得ない場合、適当な科目を追加できるものとする。



（1）有価証券の評価基準及び評価方法
・満期保有目的の債券等 - 償却原価法（定額法）
・上記以外の有価証券で時価のあるもの - 決算日の市場価格に基づく時価法
（2）固定資産の減価償却の方法
・建物、構築物、機械及び装置、車輌運搬具、器具及び備品、ソフトウェア - 定額法
・リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
通常の賃貸借に係る方法に準じた会計処理によっている

（3）引当金の計上基準
・退職給付引当金 - 計上なし
・賞与引当金 - 夏季賞与支給見込額の3分の2を計上している

当法人は独)福祉医療機構の実施する社会福祉施設職員等退職手当共済制度を採用している

当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。
（1）法人全体の計算書類(会計基準省令第1号第1様式、第2号第1様式、第3号第1様式)
（2）事業区分別内訳表(会計基準省令第1号第2様式、第2号第2様式、第3号第2様式)

当法人では､社会福祉事業のみ実施しているため作成していない｡
（3）社会福祉事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第1号第3様式、第2号第3様式、第3号第3様式)
（4）公益事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第1号第3様式、第2号第3様式、第3号第3様式)

当法人では、公益事業を実施していないため作成していない。
（5）収益事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第1号第3様式、第2号第3様式、第3号第3様式)

当法人では、収益事業を実施していないため作成していない。
（6）各拠点区分におけるサービス区分の内容

ア まこと保育園（社会福祉事業）
イ 本部（社会福祉事業）

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位：円)

基本財産の種類 当期末残高当期減少額当期増加額前期末残高

(基)土地 2,600,0002,600,000

(基)建物 218,530,8605,975,741224,506,601

合 計 221,130,8605,975,7410227,106,601

該当なし

担保に供されている資産は以下のとおりである。

円土地 2,600,000

円園舎 215,928,641

円学童園舎 2,602,219

221,130,860計 円

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。

円福祉医療機構 設備資金借入金 42,930,000

42,930,000計 円

別紙１



固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位：円)

当期末残高減価償却累計額取得価額

(基)土地 2,600,0002,600,000

(基)建物 218,530,86048,402,804266,933,664

構築物 10,507,3723,309,92813,817,300

器具及び備品 4,105,90214,688,38218,794,284

合 計 235,744,13466,401,114302,145,248

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位：円)

債権の当期末残高徴収不能引当金の当期末残高債権額

事業未収金 11,761,04011,761,040

未収補助金 1,171,0001,171,000

合 計 12,932,040012,932,040

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

別紙１



増減前年度末当年度末

負 債 の 部資 産 の 部

増減前年度末当年度末

現金預金 4,251,537 7,222,992 △2,971,455

事業未収金 11,761,040 7,609,900 4,151,140

未収補助金 1,171,000 1,080,000 91,000

前払金 500,000 500,000

事業未払金 715,805 624,776 91,029

１年以内返済予定設備資金借入
金 3,816,000 3,816,000

未払費用 708,480 1,188,554 △480,074

預り金 13,902 11,623 2,279

職員預り金 1,322,838 1,688,410 △365,572

賞与引当金 2,600,000 2,930,000 △330,000

土地 2,600,000 2,600,000

建物 218,530,860 224,506,601 △5,975,741

構築物 10,507,372 11,798,469 △1,291,097

器具及び備品 4,105,902 6,551,955 △2,446,053

ソフトウェア 1,088,283 1,507,196 △418,913

人件費積立資産 4,000,000 4,000,000

修繕積立資産 2,000,000 2,000,000

保育所施設・設備整備積立資産
15,500,000 15,500,000

設備資金借入金 39,114,000 42,930,000 △3,816,000

純 資 産 の 部

基本金 15,794,631 15,794,631

国庫補助金等特別積立金 121,361,128 124,822,770 △3,461,642

人件費積立金 4,000,000 4,000,000

修繕積立金 2,000,000 2,000,000

保育所施設・設備整備積立金 15,500,000 15,500,000

（うち当期活動増減差額） △1,139 331,242 △332,381

※本様式は、勘定科目の大区分及び中区分を記載するが、必要のない中区分の勘定科目は省略することができる。
※勘定科目の中区分についてはやむを得ない場合、適当な科目を追加できるものとする。

令和7年3月31日現在

(単位：円)

第三号第四様式
（第二十七条第四項関係）

法  人  名  : 社会福祉法人 長光福祉会



（1）有価証券の評価基準及び評価方法
・満期保有目的の債券等 - 償却原価法（定額法）
・上記以外の有価証券で時価のあるもの - 決算日の市場価格に基づく時価法
（2）固定資産の減価償却の方法
・建物、構築物、機械及び装置、車輌運搬具、器具及び備品、ソフトウェア - 定額法
・リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
通常の賃貸借に係る方法に準じた会計処理によっている

（3）引当金の計上基準
・退職給付引当金 - 計上なし
・賞与引当金 - 夏季賞与支給見込額の3分の2を計上している

当法人は独)福祉医療機構の実施する社会福祉施設職員等退職手当共済制度を採用している

当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。
（1）まこと保育園計算書類

(会計基準省令第1号第4様式、第2号第4様式、第3号第4様式)
（2）拠点区分資金収支明細書(別紙3(⑩))

サービス区分が1つのため、作成していない
（3）拠点区分事業活動明細書(別紙3(⑪))

サービス区分が1つのため、作成していない

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位：円)

基本財産の種類 当期末残高当期減少額当期増加額前期末残高

(基)土地 2,600,0002,600,000

(基)建物 218,530,8605,975,741224,506,601

合 計 221,130,8605,975,7410227,106,601

該当なし

担保に供されている資産は以下のとおりである。

円土地 2,600,000

円園舎 215,928,641

円学童園舎 2,602,219

221,130,860計 円

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。

円福祉医療機構 設備資金借入金 42,930,000

42,930,000計 円

別紙２



固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位：円)

当期末残高減価償却累計額取得価額

(基)土地 2,600,0002,600,000

(基)建物 218,530,86048,402,804266,933,664

構築物 10,507,3723,309,92813,817,300

器具及び備品 4,105,90214,688,38218,794,284

合 計 235,744,13466,401,114302,145,248

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位：円)

債権の当期末残高徴収不能引当金の当期末残高債権額

事業未収金 11,761,04011,761,040

未収補助金 1,171,0001,171,000

合 計 12,932,040012,932,040

該当なし

該当なし

該当なし

別紙２



増減前年度末当年度末

負 債 の 部資 産 の 部

増減前年度末当年度末

現金預金 505,977 506,625 △648

純 資 産 の 部

基本金 11,250 11,250

（うち当期活動増減差額） △648 △26,316 25,668

※本様式は、勘定科目の大区分及び中区分を記載するが、必要のない中区分の勘定科目は省略することができる。
※勘定科目の中区分についてはやむを得ない場合、適当な科目を追加できるものとする。

令和7年3月31日現在

(単位：円)

第三号第四様式
（第二十七条第四項関係）

法  人  名  : 社会福祉法人 長光福祉会



（1）有価証券の評価基準及び評価方法
・満期保有目的の債券等 - 償却原価法（定額法）
・上記以外の有価証券で時価のあるもの - 決算日の市場価格に基づく時価法
（2）固定資産の減価償却の方法
・建物、構築物、機械及び装置、車輌運搬具、器具及び備品、ソフトウェア - 定額法
・リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
通常の賃貸借に係る方法に準じた会計処理によっている

（3）引当金の計上基準
・退職給付引当金 - 計上なし
・賞与引当金 - 計上なし

当法人は独)福祉医療機構の実施する社会福祉施設職員等退職手当共済制度を採用している

当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。
（1）本部計算書類

(会計基準省令第1号第4様式、第2号第4様式、第3号第4様式)
（2）拠点区分資金収支明細書(別紙3(⑩))

サービス区分が1つのため、作成していない
（3）拠点区分事業活動明細書(別紙3(⑪))

サービス区分が1つのため、作成していない

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

別紙２


